
- 1 - 

 

令和３年（行コ）第４号 発電所運転停止命令義務付請求控訴事件 

控訴人兼被控訴人（一審被告）   国（処分行政庁：原子力規制委員会） 

被控訴人（一審原告ら）      X1 ほか１１２名 

控訴人（一審原告ら）       X51 ほか６名  

参加人              関西電力株式会社 

 

準 備 書 面（７） 

 

２０２３（令和５）年１１月１5日 

大阪高等裁判所 第６民事部ＣＥ係 御中 

 

一審原告らである被控訴人ら・控訴人ら訴訟代理人 

 弁 護 士  冠    木    克    彦 

 弁 護 士  武    村    二  三  夫 

 弁 護 士  大    橋    さ  ゆ  り 

 弁 護 士  髙    山         巌 

 弁 護 士  瀬    戸    崇    史 

 弁 護 士  谷         次    郎 



- 2 - 

 

目次 

 

第１章 基準地震動について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

第１ 震源インバージョンによらないで得た断層面積等をもちいて入倉・三宅式が導く 

地震モーメントは過少評価となること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

１ 過小評価になるとの点自体について反論がないこと ・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

（１） 一審原告の主張 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

（２） 一審被告は、まったく反論・反証ができていないこと ・・・・・・・・・・・・・ ５ 

２ 系統的なずれについて ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

（１） 系統的なずれ、の持つ意味 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

（２） 系統的なずれの存在 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

第２ 経験式の有するばらつきの考慮について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

１ 経験式の基となった観測データがばらつく原因としては地震モーメントＭ０の不確 

かさではなく、震源断層面積Ｓの不確かさによるところが大きい、との主張（一審被告 

第１３準備書面第２、２（１））の誤り ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

（１） ばらつきの原因を見誤っていること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

（２） ばらつきと不確かさは全く別のものであること ・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

２ 平均すべり量Dの不確かさは震源断層面積Sの不確かさを考慮することにより解消 

されるとの主張について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

３ 「経験式の基となった観測データがばらつく原因としては、地震モーメントＭ０の不 

確かさではなく、震源断層面積Ｓの不確かさによるところが大きく」との主張について ・１１ 

 

第２章 設置許可基準規則３条３項が定める地盤の変位に係る規制要求への適合性を確 

認するに当たり、三次元地下構造探査の実施が必要不可欠であること ・・・・・・・・・１２ 

第１ 設置許可基準規則３条３項及び「設置許可基準規則の解釈 別記1」においては、 

耐震重要施設直下の地表付近の断層等の調査のみならず、耐震重要施設の直下に断層等 

がないかの調査を要求しているのであって、そのためには三次元反射法地震探査による 

入念な調査が必要不可欠であること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

１ 一審被告の主張について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

2 一審原告らの反論について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

（１）設置許可基準規則３条３項において確認が求められているのは、地表付近における 

断層等に限らないこと ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 



- 3 - 

 

（２）トレンチ調査やボーリング調査による地表付近の地質調査が最も標準的かつ有効 

な方法とは到底言えないこと ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

（３）三次元反射法地震探査によって、浅部の断層等の分布状況を精度よく把握すること 

が困難であるとする一審被告の主張は何ら根拠がないこと ・・・・・・・・・・・・・・１６ 

第２ 地質審査ガイドは地盤の変位の評価に当たり三次元反射法地震探査の実施を求め 

ていること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

１ 一審被告の主張について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

２ 一審原告らの反論について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

（１）地質審査ガイド「Ⅰ．地質・地質構造、地下構造及び地盤等に関する調査・評価」 

の「１. 調査・評価方針」（３）第一文について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

（２）地質審査ガイド「４．１．２．４ 地球物理学的調査」について ・・・・・・・・１９ 

第３ 結論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

 

第３章 争点７及び８に関する一審被告からの第１４準備書面による反論に対する再反論 

第１ 【争点７】設置許可基準規則５１条に関して ・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

１ 一審原告らの主張 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

２ 一審被告は「独立した流路を設けるものではない」と認めている ・・・・・・・・・２３ 

３ 独立した流路と同等以上の効果を有する措置とはいえないこと ・・・・・・・・・・２３ 

（１）原子炉下部キャビティ内側からの連通穴が閉塞する可能性について ・・・・・・・２３ 

（２）原子炉下部キャビティ外側からの連通穴が閉塞する可能性について ・・・・・・・２４ 

４ 独立した流路がなければ規則５１条の要求を満たさない ・・・・・・・・・・・・・２５ 

第２ 【争点８】設置許可基準規則５５条に関して ・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

１ 一審被告はあくまで汚染水（「処理水」）問題に言及しない ・・・・・・・・・・・・２５ 

２ 第３の２（２）（可能性が極小。態様が事前に特定し難い。あらゆる対処設備を要求 

するのは合理的でない）への反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

（１）「発生に至る可能性が極めて小さ」いため、「汚染冷却水の流出対策は要求されて 

いない」との主張について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

（２）「態様も事前に特定し難い」ため、「汚染冷却水の流出対策は要求されていない」と 

の主張について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

（３）「あらゆる対処設備を設計段階で要求することは規制要求として合理的ではない」 

との主張について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

３ 第３の２（２）（流出が最初に確認されたのは３週間後。進展が遅い。臨機応変にソ 



- 4 - 

 

フト面で対応、など）への反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

（１）「現に発生した事象である汚染冷却水の流出過程等を考慮した上で検討すべきで 

ある」との主張について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

（２）「流出が最初に確認されたのは、事故発生から約３週間も経過した後」「気体による 

拡散に比べて進展も遅い」ため、汚染冷却水拡散抑制設備の事前設置を不要とする主張に 

ついて ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

（３）「臨機応変な対応をすることが適切」「ソフト面の対応を要求することが合理的」 

「中長期的な対応も見据えた技術的能力審査基準による対策」「によって対応する」と 

の主張について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０ 

（４）「特定原子力施設に指定して行う対策によって対応する」との主張について ・・・３１ 

４ 第３の２（３）（制定過程）への反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１ 

５ 第３の（４）（湧水サンプ問題）への反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１ 

６ 第４（有効性評価）への反論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２ 

第３ 規則５１条及び同５５条の趣旨から、本件許可は取り消されるべきである ・・・・３３ 

  



- 5 - 

 

第１章 基準地震動について 

 

第１ 震源インバージョンによらないで得た断層面積等をもちいて入倉・三宅式

が導く地震モーメントは過少評価となること 

 

１ 過小評価になるとの点自体について反論がないこと 

（１）一審原告の主張 

本件地震の基準地震動の推定において、入倉・三宅式に震源インバージ

ョンによらないで得た断層長さを用いて地震モーメントを導くと過小評価

になる。島崎発表（甲１４６、甲１４８）によれば、日本の過去の７地震

について４つの式を用いて地震モーメントを求めたところ、入倉・三宅式

による推定値は他に比べて著しく低く、実測値の２分の１から４分の１と

なる。島崎証言（甲１６８）によれば、熊本地震で実測された地震モーメ

ントの値は、武村式による計算結果とほぼ整合的であるが、入倉・三宅式

による計算結果は実測値の約１／３．４倍となっている（原判決２０頁）。 

（２）一審被告は、まったく反論・反証ができていないこと 

一審被告第１３準備書面第１．２の標題は、「震源インバージョンによら

ないデータを入倉・三宅式に用いると地震モーメントＭ０が過小評価される

との一審原告の主張は理由がないこと」である。まさに上記一審原告の上

記主張に対する反論反証が展開されるかのような標題である。しかしこの

反論反証は全く展開されていない。上記の島崎発表や島崎証言が誤りだと

する反論や反証は全くなされていない。震源インバージョンによらないデ

ータを入倉・三宅式に用いた場合過小評価にならない、とする反論反証は

全くなされていないのである。上記の標題にある過小評価の主張は理由が

ないとの主張は、本文の中で全く示されていないのである。 

２ 系統的なずれについて 
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（１）系統的なずれ、の持つ意味 

上記のように、「震源インバージョンによらないデータを入倉・三宅式に

用いると地震モーメントM０が過小評価される」ことについてなんら反論反

証がなされないことから、この問題は結論が導かれるはずである。一審被

告は、このこと自体についてはなんら反論をしないが、震源インバージョ

ンによるデータを入倉・三宅式に用いたときに整合的であるなどと主張す

る。震源インバージョンによるデータを用いた場合整合的であることと、

震源インバージョンによらないデータを入倉・三宅式に用いた場合地震モ

ーメントが過小評価になる、ということは全く別の問題である。前者が肯

定できたとしても後者を否定することにはならないのである。しかし念の

ため、両者は全く別の問題であることを示すために、系統的なずれ、を提

示した。 

（２）系統的なずれの存在 

シナリオ地震強振動予測（甲９６・入倉三宅２００１）において、入

倉・三宅自身が「（震源インバージョンによらないデータである）Wells 

and Coppersmith(1994)による断層面積は、地震モーメントが

1026dyne-cmより大きな地震で、Somerville et al（1999）の式に比べて

系統的に小さくなってい」るとしていることは繰り返し指摘してきた（甲

９６図７、甲１４９Fig.1、甲２２１・図１－３）。地震モーメントが

1026dyne-cmより大きな地震で、震源インバージョンによる１２個のデー

タから最小二乗法で導いた直線（甲２２１図１－３の赤色破線）は

Somerville et al（1999）の式に近く、震源インバージョンによらない

Wells and Coppersmithのデータから最小二乗法で導いた直線（水色破

線）は明らかに異なっている。 

シナリオ地震強振動予測（甲９６・入倉三宅２００１）の図７のデータ

は、Somerville et al（1999）Table３，Wells and Coppersmith
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（1994）Table１による。Miyakoshi（2000）のデータの出典は示されて

いない。そこでその上記図７自体からその数値を読み取った。これらの数

値は甲２２１号証・２９頁に記載されている。そして甲９６・図７と甲２

２１・図１－３に、Somerville et al（1999）のデータをｓ×、

Miyakoshiのデータはｍ×として表示したのが以下の２つの図である。な

お甲９６・図７はMiyakoshiのｍ４等を Low angle dip‐slip fault とし

て灰色の丸印で表示しているが、その灰色の丸印（低角逆断層）は震源イ

ンバージョンによるものである（甲９６・８５５頁・図３の説明）。 

 

 

 

このように入倉・三宅式のデータの中で、震源インバージョンによる断

層面積によるものと震源インバージョンによらない断層面積によるものと
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は、明らかな系統的な違いがある。この系統的な違いとは、断層面積と地

震モーメントとの関係において系統的な違いがあるということである。従

って、震源インバージョンによる断層面積を入倉・三宅式に用いて相当な

地震モーメントが得られたとしても、震源インバージョンによらない断層

面積を入倉・三宅式にも用いて地震モーメントが過小になることを否定す

ることにはならないのである。 

 

第２ 経験式の有するばらつきの考慮について 

 

１ 経験式の基となった観測データがばらつく原因としては地震モーメントＭ０の

不確かさではなく、震源断層面積Ｓの不確かさによるところが大きい、との主

張（一審被告第１３準備書面第２、２（１））の誤り 

（１）ばらつきの原因を見誤っていること 

ばらつきの原因は、経験式と定義式とを対比すればおのずと明らかであ

る。定義式 

Ｍ０＝ＳμＤ 

によって、地震モーメントＭ０は断層面積Ｓと剛性率μ及び平均すべり量Ｄ

の積であることが示されている。これに対して経験式である入倉・三宅式

は 

Ｍ０＝（S÷4.24×１０１１）２×10－７ 

で示されている（甲１５６・４頁（３）式）。これは地震の予測に役立てる

ため、比較的把握しやすい断層面積 Sからその地震モーメントＭ０を推測す

るという簡易な計算式である。経験式では剛性率μや平均すべり量Dは捨

象され、断層面積 Sのみを代入する。しかし、実際に起きる地震にはさら

に剛性率μや平均すべり量Dといった経験式には捨象された数値が関与す

るため、その予測される実際の地震モーメントＭ０は、経験式が示す数値と
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は乖離のある数値となるのである。経験式が導く地震モーメントＭ０はあく

まで平均値であり、ばらつき（乖離）のない数値である。これに対して定

義式は、剛性率μや平均すべり量Dも加えて現実の、すなわちばらつきの

ある地震モーメントＭ０を示すことができる。 

この対比から結論はおのずから明らかであろう。経験式が有するばらつ

き（各データの経験式が示す平均値との乖離）の原因は、各データの地震

の地層の剛性率μと地震の平均すべり量Dにある。 

上記のように経験式が有するばらつきの原因は、経験式では捨象されて

いる剛性率μと平均すべり量Dのばらつきである。これらが関与するから

こそ実際の地震データは経験式との間に乖離が生ずるのである。一審被告

は、既に経験式で考慮されている震源断層面積 Sにばらつきの原因を求め

るものであり、論理的にかつ根本的に誤っている。 

（２）ばらつきと不確かさは全く別のものであること 

「ばらつき」は aleatory variability(偶然的ばらつき(変動性))であり、

「不確かさ」は epistemic uncertainty(認識上の不確かさ)である（乙２６

９、乙２７０）。経験式のもととなった各データには「ばらつき」がある

が、それは各データごとに真の値としてみている。経験式の示すばらつき

（平均値との乖離）は実際に存在し、これは各地震ないしその断層の個性

を示す。これに対して「不確かさ」とは、認識上の問題であり、数値で表

されるものについてみれば、それは真の値そのものではなく、真の値との

誤差を有することを意味する。この誤差は本来解消すべきものであり、測

定方法の改善等によって少なくなる。上記のようにばらつきはその地震等

の個性といってもよく、解消すべきものなどではない。一審被告はこの性

質が全く異なるものを意図的に混同しているのである。 

一審被告の主張は、観測データのばらつく原因を、震源断層面積の不確

かさによる、としており、ばらつきの原因を不確かさにあるとしている。
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このこと自体が論理的に誤りである。観測データの断層面積の不確かさ

は、その測定精度の問題でもあり、不確かさは存在しえよう。しかしばら

つきは、観測データの不確かさとは関係がない。観測データのそれぞれの

断層面積の数値が定められたことを前提として、経験式が導かれる。そし

て測定された各地震の地震モーメントＭ０は、その経験式の示す平均値とは

乖離するという意味でのばらつきが存在するのである。すなわち論理的に

いえば、データの断層面積に不確かさが全くないと仮定しても、各データ

のばらつきは厳然として存在するのである。各データについて測定方法の

相違などで不確かさが認められるとしてもそれはただちにばらつきを増や

すなどとはいえない。データの断層面積の数値が定められてはじめて経験

式が導かれる。その経験式によって平均値が求められ、これによって各デ

ータのばらつき（乖離）の度合いが判明するのである。 

このように、ばらつきと不確かさは全く別のものあるいは別のレベルの

ものなのに、一審被告国は、これを同質視し、ばらつきの原因を不確かさ

に求めるという誤りを犯している。 

２ 平均すべり量Dの不確かさは震源断層面積 Sの不確かさを考慮することによ

り解消されるとの主張について 

なぜ平均すべり量Ｄの不確かさを一審被告はとりあげるのであろうか。一審

原告は、平均すべり量Ｄの不確かさなど論じていない。一審原告は、ばらつき

の原因は平均すべり量Ｄと剛性率μにあると主張した。一審被告は観測データ

のばらつきの原因は震源断層面積Ｓの不確かさによるところが大きいと主張し

ながら、一審原告の上記主張を無視できず、平均すべり量Ｄをとりあげたもの

と思われる。しかしなぜ平均すべり量Ｄあるいはその不確かさを問題にするの

であろうか。断層面積Ｓを入倉・三宅式に用いて地震モーメントＭ０を求めると

き、得られた数値について、経験式の有するばらつきを考慮することが問題と

されているのである。この際、平均すべり量自体が問題になることはなく、ま
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してやその不確かさが問題になることもない。一審被告は、本件の議論とは関

係のない、意味のない主張をして、議論を混乱させようとしているにすぎな

い。 

３ 「経験式の基となった観測データがばらつく原因としては、地震モーメント

Ｍ０の不確かさではなく、震源断層面積Ｓの不確かさによるところが大きく」と

の主張について 

上記で述べてきたように、一審被告は、ばらつきの問題を不確かさの問題に

置き換えようとしている。一審被告第１３準備書面第２・２（１）は、特定の

地震についてその観測波形記録から震源断層を解析し、震源断層面積Ｓ、地震

モーメントＭ０などを推定する場合をとりあげている。特定の地震についてみれ

ば、震源断層面積Ｓや地震モーメントＭ０の値は本来一つであるから、測定方法

等により震源断層Ｓ、さらには地震モーメントＭ０について様々な数値がでてき

た場合は不確かさの問題である。しかしばらつきの問題とは、複数の観測デー

タの地震について断層面積と地震モーメントＭ０が経験式とは異なる数値をとる

こと（乖離があること）である。上記のように観測データのそれぞれの断層面

積の数値が定められたことを前提として、経験式が導かれる。従ってばらつき

の問題において断層面積の不確かさが問題になることは論理的にありえない。

一審被告は、多数の地震の存在を前提にして生じるばらつきの問題を勝手に断

層ごとの不確かさの問題にすり替えようとしているのである。 
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第２章 設置許可基準規則３条３項が定める地盤の変位に係る規制要求への適合

性を確認するに当たり、三次元地下構造探査の実施が必要不可欠であること 

 

第１ 設置許可基準規則３条３項及び「設置許可基準規則の解釈 別記 1」におい

ては、耐震重要施設直下の地表付近の断層等の調査のみならず、耐震重要施設

の直下に断層等がないかの調査を要求しているのであって、そのためには三次

元反射法地震探査による入念な調査が必要不可欠であること 

 

１ 一審被告の主張について 

（１）設置許可基準規則３条３項の趣旨は、耐震重要施設の基礎地盤に露出す

る断層等が動いて段差が生じることにより、その段差（変位）によって建

物・構築部や内部の機器等が損壊することを防止することにある。 

このような趣旨に照らすと、同項が対象とするのは、耐震重要施設の直

下の地盤に露出する断層に限られることになる。 

そうだとすれば、設置許可基準規則３条３項が定める地盤の変位に係る

規制要求において確認が求められているのは、耐震重要施設直下の地表付

近における断層等の有無になる。 

（２）そして、このような地表付近における断層分布を把握する手法として

は、トレンチ調査やボーリング調査による地表付近の地質調査によるのが

最も標準的かつ有効な方法である。 

（３）反射法地震探査のような地球物理学的な地下構造は、地表付近（特に小

規模な断層等）の分布状況を精度よく把握することは困難であることか

ら、設置許可基準規則３条３項が定める地盤の変位に係る規制要求への適

合性を確認するに当たり、三次元地下構造探査の実施は要求されていな

い。 

2 一審原告らの反論について 



- 13 - 

 

（１） 設置許可基準規則３条３項において確認が求められているのは、地表付

近における断層等に限らないこと 

ア「設置許可基準規則の解釈 別記1」の記載から、設置許可基準規則３

条３項において確認が求められているのは、地表付近における断層等で

あるとの解釈は導けないこと 

一審被告は、設置許可基準規則３条３項の趣旨が、耐震重要施設の基

礎地盤に露出する断層等が動いて生じる段差により、建物・構築部や内

部の機器等の損壊の防止にあるとし、かかる趣旨から、設置許可基準規

則３条３項において確認が求められているのは、地表付近における断層

等に限られると解釈する。 

このような一審被告の解釈は、「設置許可基準規則の解釈 別記 1」

の「３（中略）同項に規定する「変位が生ずるおそれがない地盤に設

け」るとは、耐震重要施設が将来活動する可能性のある断層等の露頭が

ある地盤に設置された場合、その断層等の活動によって安全機能に重大

な影響を与えるおそれがあるため、当該施設を将来活動する可能性のあ

る断層等の露頭が無いことを確認した地盤に設置することをいう。」と

の定めがあることから「露頭」の有無の確認、すなわち、地表付近の確

認のみ要求されていると解釈するものである。 

しかしながら、「露頭」とは、通常は地表に現れているものを指す

が、トレンチ調査やボーリング調査で活断層等が確認された場合には、

活断層等は「露頭」することになるのであって、「設置許可基準規則の

解釈 別記 1」の「露頭が無いことを確認」するとの記載から「地表付

近のみの確認」で足りるとの一審被告の解釈は導くことはできない。 

このことは、一審被告も第５準備書面において次のとおり主張し、認

めている。 
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「一部の耐震重要施設については、基礎地盤まで掘削しないこともあ

るが、ボーリング調査等で同施設周辺の断層等の有無を確認し、同施

設の直下に延長する断層等が確認された場合、審査実務上、これらの

断層等が「露頭」しているかどうかにかかわらず、「露頭」する可能

性があることを前提に、これらの断層等全てについて、設置許可基準

規則３条３項及び同規則の解釈別記１の３にいう「断層等」に該当す

るかどうかを判断することになる。そのため、かかる「断層等」を含

めて、耐震重要施設の直下に延長する「断層等」については、全て

「将来活動する可能性のある断層等」か否かを評価することにな

る。」「したがって、実際の適合性審査において、設置許可基準規則３

条３項及び同規則の解釈別記１の３にいう断層等の「露頭」の有無が

取り立てて問題となることはない。」（一審被告第５準備書面（２０２

２年１０月３日付け）・５頁） 

このように、かかる一審被告の主張からすれば、「露頭」の有無の確

認が重要なのではなく、耐震重要施設の「直下に延長する断層等が確

認」されるか否かが重要であるとしているのである。 

そうであるとすれば、設置許可基準規則３条３項が要求しているの

は、「露頭」の有無の確認、すなわち、地表付近の確認のみを要求して

いるのではなく、耐震重要施設の直下に断層等がないかの調査を要求し

ていることは明らかであって、それには三次元反射法地震探査による入

念な調査が必要不可欠である。 

イ 設置許可基準規則３条３項からも、確認が求められているのは、地表

付近における断層等であるとの解釈は導けないこと 

設置許可基準規則３条３項は、「３ 耐震重要施設及び兼用キャスク

は、変位が生ずるおそれがない地盤に設けなければならない。」とのみ

定められているところ、地表付近よりも深い場所にある断層が動いた際
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も、地表では変位が生じ、建物・構築物や内部の機器等の損壊が生じる

おそれがあるのであるから、設置許可基準規則３条３項において確認が

求められているのが地表付近における断層等に限られるべきではなく、

耐震重要施設の直下に断層等がないかの調査が求められていることは明

らかである。 

また、このように解釈するのが、設置許可基準規則の上位法である原

子炉等規制法が第１条に定める「国民の生命、健康及び財産の保護」と

いう法の目的にも沿うものである。 

さらに、後述するとおり（本書面 第２章・第２・2（２）、１９

頁）、地質審査ガイドにおいて、設置許可基準規則３条３項が定める地

盤の変位に係る調査として、「浅部調査」の実施が求められているとこ

ろ、この「浅部調査」は地下２００ｍ程度の調査とされている（丙第１

５号証・右上ページ番号５）。このことからしても、設置許可基準規則

３条３項が、耐震重要施設直下の地表付近の断層等の調査のみを求めて

いるのではないことは明らかである。 

（２）トレンチ調査やボーリング調査による地表付近の地質調査が最も標準的

かつ有効な方法とは到底言えないこと 

一審被告は次のとおり、参加人が行ったトレンチ調査等を「標準的で有

効な手法」と評価している。 

「断層の連続性に関して、参加人は、トレンチ等で直接的に確認された

破砕帯（及び破砕部）の走向傾斜（姿勢）等から、延長方向を推定し

て、推定した延長位置においてボーリング調査やトレンチ調査を行うこ

とで、各々の断層等の連続性を評価しており、このような地質調査方法

は、地表付近における断層分布を把握する手法として最も標準的かつ有

効な手法である。」（一審被告第１１準備書面３６頁から３７頁） 
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一審原告らは、トレンチ調査やポーリング調査の有効性を否定している

のではない。ただ、闇雲にトレンチを掘削して、点のみの地下情報を把握

するだけのボーリング調査で断層の連続性を評価する調査方法では、断層

のない所でトレンチを掘り、断層を見逃す可能性が大いにある。現に、有

識者会合では、新Ｆ－６破砕帯の走行について、多くの委員から疑義が出

されている（訴えの変更申立書（２０１３年９月１９日付け）・２３頁から

３４頁、原告ら準備書面（６）（２０１４（平成２６）年６月３日付け）・

２３頁から２６頁、乙第４９号証（有識者会合の最終評価書）・１８頁）に

おいて、「ただし、ボーリング調査によって破砕帯の連続性を議論すること

には限界があるため、新 Ｆ－６破砕帯が一続きの破砕帯ではない可能性も

あるという意見もあった。」との記載あり。）。その背景には、トレンチ調査

とボーリング調査を主体とした方法で断層の連続性を推定する手法に大い

に問題があることを表している。 

そのため、より正確に地下の断層の情報を把握するには、まず三次元反

射法地震探査で、敷地内の断層等の状況を詳細に調査し、その上で、断層

が存在するであろうと考えられる場所でトレンチ調査やボーリング調査を

行うべきであると主張しているのである。芦田讓名誉教授の意見書（甲第

２３８号証）「６ 結論」においてもこの点が強調されている。 

以上より、三次元反射法地震探査を前提としない、トレンチ調査やボー

リング調査が、地表付近の地質調査としても最も標準的かつ有効な方法で

あるとは到底言えない。 

（３）三次元反射法地震探査によって、浅部の断層等の分布状況を精度よく把

握することが困難であるとする一審被告の主張は何ら根拠がないこと 

一審被告は、反射法地震探査のような地球物理学的な地下構造探査は、

地表付近（特に小規模な断層等）の分布状況を精度よく把握することは困

難であると主張して（一審被告第１１準備書面・３７頁から３８頁）、専門
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家２名の論文をその裏付けとしている（乙第３２０号証、乙第３２１号

証）。 

しかしながら、これらの論文はいずれも、浅部での三次元反射法地震探

査を否定するものではない。 

岡村行信氏の「海域における活断層調査－現状と課題－２００８年」と

の論文（乙第３２０号証）は、トレンチ調査が実施できない海域での調査

についての反射法地震探査を紹介しているもので、陸地の原子力発電所敷

地内の活断層調査とは無関係のものであり、一審被告は、その論文の中の

「陸域の活断層調査では地形判読とトレンチ調査が最も有効な手法であ

る」との一文のみを取り出しているが、この一文は浅部での三次元反射法

地震探査を否定するものではない。前述のとおり、トレンチ調査は肉眼で

断層を確認できる点で有効な手法であるが、断層がある場所にトレンチを

掘削しないと全くの無意味であり、トレンチを掘削する場所を確定させる

ためにも事前に三次元反射法地震探査を用いることは必要不可欠である。 

また、石井達也氏及び後藤比呂志氏の「浅層反射法地震探査により明ら

かとなった活断層の地下構造：最近１０年の成果と今後の課題 ２００６

年」との論文（乙第３２１号証）についても、浅層での反射法地震探査の

必要性が述べられており、「トレンチ調査法により到達可能であった地下５

ｍ程度よりも深部における活断層の構造を明らかにする」との一文も、地

下５ｍ以深においても反射法地震探査で調査が可能であることを述べてい

るだけであり、浅部での三次元反射法地震探査を否定するものではない。 

このように、一審被告は、反射法地震探査によって浅部の断層等の分布

状況を精度よく把握することが困難であると主張するが、かかる主張につ

いての根拠は何ら示されていないのである。 
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第２ 地質審査ガイドは地盤の変位の評価に当たり三次元反射法地震探査の実施

を求めていること 

 

１ 一審被告の主張について 

一審被告は、地質審査ガイドにおいて、設置許可基準規則３条３項が定める

地盤の変位に係る規制要求への適合性を確認するに当たり、三次元地下構造探

査の実施は求められていないと主張する。 

２ 一審原告らの反論について 

しかしながら、以下に述べるとおり、地質審査ガイドは地盤の変位の評価に

当たり三次元反射法地震探査の実施を求めていることは明らかである。 

（１）地質審査ガイド「Ⅰ．地質・地質構造、地下構造及び地盤等に関する調

査・評価 」の「１. 調査・評価方針」（３）第一文について 

まず、地質審査ガイドの「Ⅰ．地質・地質構造、地下構造及び地盤等に

関する調査・評価 」の「１. 調査・評価方針」（３）の第一文には「基準地

震動及び基準津波の策定並びに地盤の変位の評価に当たって行う調査や評

価は、最新の科学的・技術的知見を踏まえていることを確認する。」との記

載があり（乙第４５号証・下部記載ページ番号「３」）、設置許可基準規則

３条３項が求める「地盤の変位」についても「最新の科学的・技術的知見

を踏まえていることを確認する」と規定されている。 

そして、一審被告は、設置許可基準規則３条３項において確認が求めら

れているのは耐震重要施設直下の地表付近における断層等の有無であり、

地表付近の断層分布を把握する手法としては、トレンチ調査やボーリング

調査が最も標準的かつ有効な手法であるとして、参加人の調査は地質審査

ガイドの上記要請を満たしていると主張する。 

しかしながら、前述のとおり、設置許可基準規則３条３項が要求してい

るのは、地表付近の確認のみを要求しているのではなく、耐震重要施設の
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直下に断層等がないかの調査を要求していることは明らかであって、わず

か５ｍ程度の深さしか調査できないトレンチ調査や掘削した点のみの調査

に過ぎないボーリング調査では、地質審査ガイドが要求する「最新の科学

的・技術的知見を踏まえている」と言えるはずもない。 

三次元反射法地震探査は、多数の震源と受振器を面的に配置し、それに

より得られた豊富なデータを計算機によって映像化することにより、地層

の境界や断層の傾斜、落差等を正確に捉えることができる「最新の科学

的・技術的知見」に基づく探査方法であり、地質審査ガイド「Ⅰ．地質・

地質構造、地下構造及び地盤等に関する調査・評価 」の「１. 調査・評価

方針」（３）の第一文の要請に沿う調査方法である。 

（２）地質審査ガイド「４．１．２．４ 地球物理学的調査」について 

また、地質審査ガイドの「４．１．２．４ 地球物理学的調査」には

「（１） 調査地域の地形・地質等の特性に応じた適切な探査手法及び解析

手法を用い、地下の断層の位置や形状及び褶曲等の広域的な地下構造の解

明に努めていることを確認する。」との定めがあり（乙第４５号証・下部記

載ページ番号「１３」）、その解説には「（１） 地球物理学的調査のうち、

弾性波探査（反射法弾性波探査、音波探査等を含む。）については、平野等

の新しい堆積物の変形を明らかにし、活断層の位置等を確認するための浅

部探査と、深部の断層形状や褶曲構造の解明を対象とした深部探査があ

り、探査対象を明確にして、仕様が決められていることを確認する。」とさ

れており（乙第４５号証・下部記載ページ番号「１３」）、地下の反射法地

震探査を求めている。 

そして、参加人が行っている二次元の反射法地震探査では、測線下のみ

の情報しか得られず、地下構造を広域に解明することはできない。 

三次元反射法地震探査では多数の震源と受振器を面的に配置し、地下構

造を広域に解明することができることから、上記地質審査ガイドの要請を
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満たすことができるのは三次元反射法地震探査であることは明らかであ

る。 

この点、一審被告は、地質審査ガイド「４．１．２．４ 地球物理学的調

査」は「４.震源断層に係る調査及び評価」の項目に含まれるため、「基準地

震動による地震力」に係る調査及び評価についての確認事項を示したもの

であり、設置許可基準規則３条３項が定める地盤の変位に係る調査とは無

関係であると主張する。 

しかしながら、設置許可基準規則３条３項が定める地盤の変位に係る調

査に関する定めである地質審査ガイド「３．敷地内及び敷地極近傍におけ

る地盤の変位に関する調査」「３．２ 敷地内及び敷地極近傍の調査」にお

いて「（１） 敷地内及び敷地極近傍の調査は、「４．１．２ 断層等の調査

手法」（中略）に基づいて確認する。」と記載されている（乙第４５号証・

下部記載ページ番号「８」）。すなわち、「４．１．２．４ 地球物理学的調

査」の定めは、基準地震動の評価のみならず、設置許可基準規則３条３項

が定める地盤の変位に係る調査に関する定めでもあって、かかる一審被告

の主張は理由がないことは明らかである。 

 

第３ 結論 

 

以上のとおり、設置許可基準規則３条３項が定める地盤の変位に係る規制要求

への適合性を確認するに当たり、三次元反射法地震探査の実施が必要不可欠である

ことは明らかである。 

本件原子炉において、新Ｆ－６破砕帯も旧Ｆ－６破砕帯も非常用取水路という

耐震重要施設の直下に存在し、台場浜トレンチ内の活断層も南方への延伸が確認さ

れれば、非常用取水路の直下に存在することになる。そのため、本件原子炉敷地内

の断層については、より精度の高い調査が必要であるところ、参加人は、ボーリン
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グ調査等を行うのみで、地質審査ガイドが要求する三次元反射法地震探査による調

査を行っておらず、このような参加人の調査は、設置許可基準規則３条３項に反す

るものであることは明らかである。 

  



- 22 - 

 

第３章 争点７及び８に関する一審被告からの第１４準備書面による反論に対す

る再反論 

 

本章では、争点７及び８に関する一審被告からの第１４準備書面による反論に対

し、再反論を行うものである。 

 

第１ 【争点７】設置許可基準規則５１条に関して 

 

１ 一審原告らの主張 

重大事故時には、溶融炉心を冷却するために、原子炉下部キャビティへ冷却水

を注水する必要がある。重大事故時には配管等の破断・破壊が起こり、多数の断

熱材の破片等の異物が発生する。これら異物が直接冷却水の流路に降り注いだり、

冷却水とともに下方に流れて行き、途中で流路を閉塞させ、冷却水の流れを妨げ

る恐れがある。 

設置許可基準規則５１条は、「溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心を

冷却するために必要な設備」の設置を求め、その解釈により「多重性または多様

性及び独立性を有し、位置的分散を図ること」が求められている(一審原告ら準備

書面（５）９頁)。 

一審原告らは準備書面（５）において次のように指摘した。 

「『ＬＯＣＡによって相当多量の破片が発生』したときにも最も確実に下部キ

ャビティへの給水を行えるのは、原子炉下部キャビティ注水ポンプ及び注水配管

による独立した流路の確保であることは、論を待たない。」（１３頁） 

「参加人は自らの高浜１号機及び２号機での対処と同様に、本件各号機でも原

子炉下部キャビティ注水ポンプ及び注水配管を設置して独立した流路を確保す

るべきであるし、一審被告もそのように対処を要求して審査を行うべきであった。

そのような審査を行わずに設置許可処分の判断をしたことには、看過しがたい過
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誤、欠落がある。」（同頁） 

２ 一審被告は「独立した流路を設けるものではない」と認めている 

一審被告は第１４準備書面において次のように述べ、独立した流路を設けてい

ないことを認めた。 

「格納容器スプレイポンプ等とは別の溶融炉心を冷却するための独立した流

路を設けるものではないものの、『これらと同等以上の効果を有する措置』が講じ

られていると認められるから、同条の解釈に基づく要求設備として欠けるところ

はないもので、原子力規制委員会は、参加人の申請内容が同条の要求を満たすこ

とを確認している。」（２２頁） 

 一審被告は、本件各原子炉施設において、溶融炉心を冷却するための「独立し

た流路」を設けていないことを認めた上で、「独立した流路」と同等以上の効果を

有する措置が講じられていると認められるので、原子力規制委員会において参加

人の申請内容が設置許可基準規則５１条の要求を満たすと確認した旨、述べてい

る。 

３ 独立した流路と同等以上の効果を有する措置とはいえないこと 

しかし、独立した流路を設けないままで、独立した流路と同等以上の効果を持

っているとは、一審被告の主張の内容からは認め難い。 

以下、一審被告が認めたところの、第１４準備書面の９頁から１７頁までにお

ける参加人の申請内容を批判する。 

原子炉下部キャビティへの格納容器スプレイ水流入の流路の健全性等につい

て、参加人は自己に都合の良い仮定を置いた上での推定をしているに過ぎない。 

（１）原子炉下部キャビティ内側からの連通穴が閉塞する可能性について 

参加人が、炉心の著しい損傷等により原子炉容器が破損し、溶融炉心や炉

内構造物等が原子炉下部キャビティに大量に落下・堆積するような状況を想

定し、その結果、溶融炉心等の堆積物による原子炉下部キャビティへの格納

容器スプレイ水の流入経路となる原子炉下部キャピティ内側からの連通穴
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が閉塞する可能性について検討した際に、「・・・原子炉下部キヤビティに蓄

積される溶融炉心等が平均的に（※下線は一審原告ら訴訟代理人）原子炉下

部キャビティに堆積されると仮定し、原子炉下部キャビティの水平方向断面

積を踏まえた堆積高さを算出している。そして、参加人は、その計算により

得られた堆積高さが、原子炉下部キャピティの底面から原子炉下部キャビテ

ィ内側にある連通穴の高さまで達しないことから、原子炉下部キャビティ内

側から流入経路が閉塞することはない、とした。」（１２頁）と述べている。 

しかし、実際に平均的に堆積される保障はない。連通穴側に高く堆積すれ

ば、連通穴が閉塞する可能性はある。その場合、連通穴の外側から内側へ冷

却水が流れ込むことが阻害される。 

（２）原子炉下部キャビティ外側からの連通穴が閉塞する可能性について 

参加人は、ループ室内で発生する異物に対しては、ループ室の各階にある

床面のグレーチング（網目３０ｍｍ×１００ｍｍ）により捕捉し、それを通

過した異物に対しては、各ループ室最下階入り口（５箇所）に金網扉を設置

し、その下部８０ｃｍにループ室床面と同じ網目の大きさのグレーチングを

取り付けることにより、「これを通る異物が連通穴（直径１５５ｍｍ）を閉塞

させることは考えにくい、とする」と述べている（１６頁）。 

しかし、異物の量が大量であれば、閉塞が起こる可能性は否定できない。 

また、ループ室外で発生する異物に対しては、「万一、ループ室の床面に落下

しても、原子炉下部キャビティに達するまでの流路が複雑かつ長いこと等に

より原子炉下部キャビティまで到達し難い、とする。」と述べている（１７頁）。

「さらに、原子炉下部キャビティへの開口部となる連通穴は、原子炉格納容

器最下階の床面近傍に位置しており、その穴径も１５５mm であることから、

ループ室外で発生する塗装等の粒子状異物及び堆積異物が、連通穴を閉塞さ

せるような大型の異物に該当するとは考えにくい上、連通穴は複数設置する

ことで多重性を持った設計としている、とする。」と述べている（同頁）。 
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しかし、異物の量が大量であれば、「原子炉下部キャビティまで到達し難い」

とは言えない。かえって「流路が複雑かつ長いこと等」は、冷却水の原子炉

下部キャビティへの到達に時間がかかることにもなり、さらに途中で閉塞す

る可能性もあり、原子炉下部キャビティへの冷却水の到達量が減少すること

にもなる。 

また、連通穴が全て閉塞しなくても、原子炉下部キャビティ、あるいは、

原子炉格納容器最下階への途中の流路のどこかの箇所で異物等により閉塞

が起これば、原子炉下部キャビティの蓄水量が不足し、溶融炉心を十分冷却

できなくなる事態となる。 

４ 独立した流路がなければ規則５１条の要求を満たさない 

以上指摘したような異物等による流路の閉塞を回避するためには、原子炉下部

キャビティ注水ポンプ及び注水配管により、専用の独立した流路を確保すべきで

ある。 

高浜１，２号炉では、現にそのような専用の独立した流路を設置しているので

あるから、大飯３，４号炉においても、同様に原子炉下部キャビティ注水ポンプ

及び注水配管により、専用の独立した流路を確保すべきである。 

それがなければ、規則５１条の基準を満たさないというべきであり、一審被告

は参加人に設置変更許可を与えるべきではなかったのである。 

 しかし、一審被告は参加人の説明をそのままに受け入れ、設置変更許可を与

えるに至った（乙１７７）。 

 

第２ 【争点８】設置許可基準規則５５条に関して 

 

１ 一審被告はあくまで汚染水（「処理水」）問題に言及しない 

一審原告らは、準備書面（５）で、一審被告が「福島第一原発における汚染水

問題に言及しない。黙殺を決め込んでいる」（１４頁）と主張し、この問題に言及
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せず黙殺を決め込む一審被告の態度を批判した。ところが、一審被告は第１４準

備書面においても、この問題に言及せず、汚染水の実情に目を閉ざし、黙殺を決

め込んでいる。 

２ 第３の２（２）（可能性が極小。態様が事前に特定し難い。あらゆる対処設備を

要求するのは合理的でない）への反論 

（１）「発生に至る可能性が極めて小さ」いため、「汚染冷却水の流出対策は要求

されていない」との主張について 

一審被告のこの主張は、原審における原告ら準備書面（２１）（７頁）、同

（２４）（１４頁）で主張した通り、深層防護の考え方を否定するものである。 

原審における原告ら準備書面（９）（４～５頁）で主張した通り、炉規法１

条（目的）、４３条の３の６第１項４号（許可の基準）に違反するというべき

である。 

（２）「態様も事前に特定し難い」ため、「汚染冷却水の流出対策は要求されてい

ない」との主張について 

一審被告は、「態様も事前に特定し難い事態まであえて想定し」（被告第１

４準備書面２４頁）とし、「汚染冷却水の流出対策は要求されていない」（被

告第１４準備書面２４頁）と主張する。しかし、重大事故では、格納容器が

破損しているところに大量注水が行われるのであるから、大量の汚染水が発

生することは当然予測されるのであり、「事前に特定し難い事態」ではない。

この点については、一審原告らにおいて原審における原告ら準備書面（１６）

（２１）で主張した通りであるが、一審被告は「事前に特定し難い」と繰り

返すばかりである。 

（３）「あらゆる対処設備を設計段階で要求することは規制要求として合理的で

はない」との主張について 

一審被告は、「あらゆる対処設備を設計段階で要求することは規制要求と

して合理的ではない」（被告第１４準備書面２４頁）と主張する。しかし、一
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審原告ら準備書面（１）（２１頁）で主張した通り、重大事故時に当然予測さ

れる地下水の建屋、格納容器への流入を防止するために、原発敷地及び周辺

における地質及び地下水を詳細に調査し、その結果に基づく地下水流出防止

設備を整備すること等は可能であり、規制要求として合理的である。「あらゆ

る」ことには対処できないということを口実に、当然予測できることに対し

てすら何も対処しないことこそが、合理的ではない。 

３ 第３の２（２）（流出が最初に確認されたのは３週間後。進展が遅い。臨機応変

にソフト面で対応、など）への反論 

（１）「現に発生した事象である汚染冷却水の流出過程等を考慮した上で検討す

べきである」との主張について 

一審被告の「現に発生した事象である汚染冷却水の流出過程等を考慮した

上で検討すべきである」（被告第１４準備書面２４頁）との主張はまさにその

通りである。そのように検討すれば、汚染冷却水拡散抑制設備を事前に設置

する必要があることが必然的に明らかになる。 

（２）「流出が最初に確認されたのは、事故発生から約３週間も経過した後」「気

体による拡散に比べて進展も遅い」ため、汚染冷却水拡散抑制設備の事前設

置を不要とする主張について 

一審原告ら準備書面（１）で詳細に指摘した（１１頁から２０頁まで）よ

うに、福島原発事故における汚染水問題の実態を少しでも見れば、汚染冷却

水拡散抑制設備を事前設置しなければ対応できないことは明らかである。 

福島原発における汚染冷却水の格納容器外流出は、発災３日後には生じて

いた可能性が極めて高い。４月２日には高濃度汚染水が海に流出しているこ

とが判明し、それ以降も流出が続いている。大量の地下水の建屋への流入も

続いている。 

ところが、例えば、陸側遮水壁ができたのは発災後７年半経った後である。

フェーシングは２０２３年度でまだ５０％、２０２８年度でも８０％しかで
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きない計画である。また、東京電力ホールディングス株式会社は、「現在、建

屋への雨水・地下水の流入量は、サブドレン、陸側遮水壁及び建屋の屋根補

修、建屋周辺のフェーシングなどに加えて局所的な建屋止水（２０２８年度

までを目標）により、段階的に抑制していく計画としている。」と述べている。

（甲２６５ 「汚染水対策の現況について」２０２３年１０月５日、特定原

子力施設監視・評価検討会（第１０９回）資料４－１、9頁。） 

福島原発事故から１２年半以上を経過しても、なお、汚染水増大の原因で

ある建屋への雨水・地下水の流入に対して、「段階的に抑制していく計画」だ

と言っているのである。 

また、「１－４号機建屋周辺の建屋外壁の止水に関しては、作業環境が高線

量であること、大量の廃棄物の発生、廃炉作業によるヤード利用や原子炉建

屋内に一部滞留水がある状態で施工することなど、複数の課題があるものの、

課題の対象範囲は全域から限定的になっていくことが想定される。また、建

屋毎の流入量のデータの蓄積に伴い、建屋流入の残存箇所の特定も期待され

る。」（同上）と述べている。建屋外壁の止水に関しては、作業環境が高線量

であることなど困難性を認め、雨水・地下水の建屋流入の残存箇所の特定も

今後の課題だとしている。 

今もなお大量（２０２２年で約９４トン／日）の汚染水が発生し続けてい

る中、以上のことは、福島原発事故の汚染水対策の現状についての最新の科

学的知見として、重大事故後に汚染水対策を検討するのではなく、事前の地

下水対策の必要性を示している。一審被告は、一審原告ら準備書面（１）の

指摘に全く反論できていない。 

国は本年８月２４日、福島第一原発で多核種除去設備（ＡＬＰＳ）処理汚

染水について、海洋放出を強行した。重大事故を発生させ、１４０万トンも

の莫大な量の汚染水をタンクに溜め込むに至らせた責任、厳重に管理し続け

る責任を、海洋放出によりうやむやにしようとするものである。事故が起き
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てからの後手後手の対応により、大量の汚染水が発生しても、海に流してし

まえばよいという姿勢である。このような姿勢こそが、規則５５条の縮小解

釈、汚染水拡散抑制設備の事前設置が不要であるという解釈を生み出してい

ると考えざるを得ない。 

国は、ＡＬＰＳ処理汚染水の海洋放出は「科学的安全性」に基づくと繰り

返し主張している。トリチウムはほとんど無害で人体影響は無視できるとし、

大量の海水で薄めるから大丈夫だとしている。しかし、放出しようとしてい

るトリチウムの量は、８６０兆ベクレル（２０２０年時点）にも達する。こ

れを薄めて濃度を基準値以下にして放出する計画である。平均的に放出する

場合、３０年以上、毎日、約４万㎥（小学校にある２５ｍ標準プール１１０

杯分）を放出することになる。このようなすさまじい放出実態になるのは、

まさにトリチウムが毒物だからこそである。 

８６０兆ベクレルは、ＩＣＲＰの線量係数でさえ、東京都人口より多い１

５５０万人がそれぞれ直接分けて飲んだときに年被ばく線量限度１ｍＳｖ

被ばくするほどの量の毒物である。 

ＩＣＲＰ（国際放射線防護委員会）によると、トリチウムを成人が経口摂

取した場合の線量係数は、０．００００１８μＳｖ／Ｂｑである（出典：ICRP 

Publication 119, Compendium of Dose Coefficients based on ICRP 

Publication 60, 2012）。これは、1ベクレル（Ｂｑ）を経口摂取した場合

の内部被ばくの実効線量を表す。 

この値を用いて内部被ばくの実効線量を計算すると、８６０兆Ｂｑ×０．

００００１８μＳｖ／Ｂｑ＝８６０兆×１．８／１０８ ｍＳｖ＝１５５０×

１０４ ｍＳｖとなる。 

すなわち、１５５０万人が１ミリシーベルト（ｍＳｖ）被ばくするだけの

数値となる。 

なお、このＩＣＲＰのリスク評価に対しては低すぎるとの批判がある。 
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ＥＣＲＲ（欧州放射線リスク委員会）は勧告を出し、「細胞レベルで生じる

蓋然的な被曝には適用できない」などと批判し、自ら低線量被曝に対する

種々の同位体についての線量係数を公表している。ＥＣＲＲ２０１０年勧告

の付録Ａの表Ａ１によると、トリチウムではＩＣＲＰの値より１０倍程度大

きい（「放射線被ばくによる健康影響とリスク評価 欧州放射線リスク委員

会（ＥＣＲＲ）２０１０年勧告」２０１１年、明石書店）。 

このように、ＩＣＲＰの線量係数は過小評価の可能性があるが、その係数

によってさえ、８６０兆ベクレルは、東京都人口より多い１５５０万人がそ

れぞれ直接分けて飲んだときに年被ばく線量限度１ミリシーベルト被ばく

するほどの量の毒物なのである。 

また、国がほとんど無害と説明する一方で、「トリチウムの影響に関する科

学的文献は乏しい」とする専門家の指摘もあり、放出差止を求める訴訟が本

年９月８日に福島地方裁判所に提起されている。さらに、セシウム、ストロ

ンチウム、ヨウ素１２９、プルトニウム等の放射性物質が含まれている。薄

めたとしても、大量に放出されれば、放射性物質が海藻や魚介類に蓄積して

いくことになる。生物濃縮を起こす核種もある。 

国の「科学的安全性」の宣伝も、大量の汚染水発生を許容する、規則５５

条の縮小解釈と結びついていると言わざるを得ない。 

（３）「臨機応変な対応をすることが適切」「ソフト面の対応を要求することが合

理的」「中長期的な対応も見据えた技術的能力審査基準による対策」「によっ

て対応する」との主張について 

一審被告は、福島第一原発事故で汚染水の海への流出が確認されたのは約

３週間後であるから、事前に拡散抑制設備を設置せず、発災後に「重大事故

等の中長期的な対応も見据えた技術的能力審査基準による対策」（被告第１

４準備書面２５頁）を行えばよいと主張する。しかし、一審原告らは、技術

的能力審査基準には、具体的内容は何ら示されていないことを主張してきた
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（原審における準備書面（１６）（１０頁から１２頁まで））。一審被告からは、

この主張に対する反論はない。 

（４）「特定原子力施設に指定して行う対策によって対応する」との主張について 

一審被告は、「当該施設の状況に応じた適切な方法による管理が特に必要

と認めるときには、特定原子力施設に指定して行う対策によって対応する」

（被告第１４準備書面２５頁）と主張する。しかし、特定原子力施設は、炉

規法６４条に定める「応急の措置」を講じた後の措置である。福島第一原発

事故に照らせば、冷温停止状態に落ち着かせる「応急措置」だけで９カ月は

掛かる。その間にも進行する汚染水発生・流出への対策には到底間に合わな

い。 

一審原告らはこの点を主張してきたが（原審における準備書面（１３）（８

頁から９頁まで））、一審被告からの反論はなく、特定原子力施設に指定して

対応する、といたずらに繰り返すだけである。 

４ 第３の２（３）（制定過程）への反論 

一審被告は設置許可基準規則５５条の要求事項に汚染冷却水対策が含まれな

いとする主張の根拠として、同条の制定過程での議論やパブリックコメントに対

し原子力規制委員会が示した「考え方」を挙げている。 

しかし、一審原告ら準備書面（１）（９頁から１１頁まで）で主張したように、

新規制基準の体系に位置づけられる原子力規制委員会規則（設置許可基準規則）

にも、行政手続法の審査基準に対応する内規（設置許可基準規則の解釈）にも、

「汚染冷却水対策は含まない」との規定は一切ない。制定過程やパブコメへの「考

え方」は、新規制基準の体系外にあるものであり、これらにより新規制基準の規

定を縮小解釈することは、新規制基準を冒涜するものでしかない。 

一審被告は、この主張にも全く反論できていない。 

５ 第３の（４）（湧水サンプ問題）への反論 

一審原告らは、準備書面（１）及び同（５）において、本件原子炉は地下水対
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策として地下水をいったん建屋に引き込んで放出するという方式を採っており、

これにより、重大事故時に汚染冷却水が大量に発生してしまう問題を主張した。 

これに対し、一審被告は「一審原告らが指摘するような地下水対策については、

設置許可基準規則９条（溢水による損傷の防止等）の要求事項への対応として審

査されており、当該対策は同規則５５条や汚染冷却水対策として直接関係するも

のではない」（被告第１４準備書面２６頁）と主張している。この被告の主張は、

溢水対策として設置されている湧水サンプが、５５条が要求する汚染水の拡散抑

制に反し、大量の汚染水発生、拡散を招く設備になることに対し何ら答えていな

い。 

６ 第４（有効性評価）への反論 

一審被告は、「もっとも、福島第一原発事故時に現実に放射性物質が放出された

事実を踏まえ、深層防護の観点から、これらの対策を講じてもなお想定し難い事

情によりこれらの対策が有効に機能せず原子炉格納容器が破損するなどして、放

射性物質が格納容器から放出されるような場合をあえて想定し、放射性物質の拡

散を抑制するための設備について、設置許可基準規則５５条において、特に追加

的な要求を規定した」と述べている。ところが、「不確かさの大きい状況について

は、事故の態様を事前に特定して、対策の成功基準を設定することは困難である

ことから、同条は、その有効性を評価することまでは要求して」いないと主張す

る。この主張は「深層防護の観点」を矮小化するものである。「深層防護の観点」

に立つのであれば、拡散抑制設備が有効に機能するかの評価をすべきであること

は明らかである。 

一審原告らは、準備書面（５）において、「規則５５条の有効性評価を不要とす

る、一審被告の本訴訟における反論姿勢は、福島第一原発の教訓を忘れず、今後

の原子力発電所の安全対策に活かそうとする、新規制基準の制定目的を完全に忘

却したものに他ならない」（２０頁）と主張したが、一審被告の反論姿勢は変わら

ず、新規制基準の制定目的から逸脱し続けている。 
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第３ 規則５１条及び同５５条の趣旨から、本件許可は取り消されるべきである 

 

以上のとおり、一審被告は、規則５１条の趣旨から設置するべき「独立した流路」

である原子炉下部キャビティ注水ポンプ及び注水配管を設置せず、また規則５５条

の趣旨から当然考慮すべき汚染冷却水に対する事前の流出対策を講じないままでの

参加人からの設置変更許可申請を許可しているが、これは審査内容の不備であり、

その処分判断には看過し難い過誤、欠落がある。 

したがって、本件許可は取り消されなければならない。 

以上 


